
2024年度行政事業レビュ ーシート 環境省

脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業（ 一部経済産業省、 国土交通省連携事業）

基本情報

組織情報 府省庁 環境省

事業所管課室 環境省 | 地球環境局 | 地球温暖化対策課 | 地球温暖化対策事業室

作成責任者 塚田源一郎

その他担当組織 環境省 | 水・ 大気環境局 | モビリ ティ 環境対策課 | 脱炭素モビリ ティ 事業室

基本情報 予算事業ID 004703 事業開始年度 2015 事業終了（ 予定） 年度 2025

事業年度 2024 事業区分 前年度事業

政策・ 施策 政策所管 政策 施策 政策体系・ 評価書URL

環境省 ー １ 地球温暖化対策の推進
https://www.env.go. jp/guide

/seisaku/index.htm l

関連事業 -- 主要経費 エネルギー対策費

1

https://www.env.go.jp/guide


概要・ 目的

事業の目的

2050 年カ ーボンニュ ート ラ ル及び2030 年度46％削減目標の実現のため、 利活用において二酸化炭素（ 以下、 「 CO2」 と いう 。 ） を排出し ない再エネ

等由来水素は地球温暖化対策上重要なエネルギーである。 本事業は、 CO2削減効果及び波及性が高い再エネ等由来水素サプラ イ チェ ーンモデルの構築

と 需要拡大を促進さ せるこ と により 、 CO2排出削減に大き く 寄与するこ と を目的と し ている。

現状・ 課題

CO2削減効果及び波及性が高い再エネ等由来水素サプラ イ チェ ーンモデルの構築と 需要拡大の促進に当たっては、 水素の供給コ スト 削減と 、 多様な分

野における需要の創出を一体的に進める必要があるほか（ ※１ ） 、 地域資源（ 再生可能エネルギー、 副生水素、 廃プラ スチッ ク、 家畜糞尿、 下水汚

泥、 生活ごみ等） を活用し た水素の製造・ 貯蔵・ 運搬・ 利活用の各設備と それら をつなぐ イ ンフ ラ ネッ ト ワーク 整備を通じ た地域水素サプラ イ チェ ー

ン構築を、 地域特性に応じ て様々な需給を組み合わせた実証モデルの構築を進めるこ と により 、 地域に根差し た形で促進し ていく こ と が重要である。

（ ※２ ）

そう し た中、 将来を見据えた「 地域における水素サプラ イ チェ ーンの構築」 を目指し 、 地域連携・ 低炭素水素技術実証事業（ 2015年度〜2021年度）

において実証し てき た結果、 「 地域における水素サプラ イ チェ ーンの構築」 は技術的に成立可能であるが、 同時に「 水素供給コ スト の低減」 と 「 水素

需要の拡大」 の課題があるこ と も 分かっ た。

そのため、 2020年度から は「 水素供給コ スト の低減」 に向けて既存のイ ンフ ラ を活用し た実証事業を取組むほか、 「 水素需要の拡大」 に対する改善

策と し て水素サプラ イ チェ ーンを構築するための設備機器やモビリ ティ への導入支援を行っているが、 「 水素供給コ スト の低減」 や「 水素需要の拡

大」 には至っておら ず、 引続き実証事業による横展開及び設備導入支援等による水素利活用の需要拡大に取り 組む必要がある。

なお、 水素サプラ イ チェ ーンが地域に根ざすためには自治体や地元事業者の参画が必要なこ と から 、 BCP（ 事業継続計画） 及び経済波及効果等の水素

付加価値を検討し 、 こ れら の結果を基に自治体等への支援を行う と と も に、 地域での水素利活用に関心を持つ自治体・ 企業等が参照し 自治体間で共有

できるよう 、 ウェ ブサイ ト 等を通じ て、 地域資源を活用し た地域水素サプラ イ チェ ーン構築に関する各地のモデル実証事例や水素の基礎情報等を発信

し （ ※２ ） 、 他地域への横展開を進めている。

※１ 　 地球温暖化対策計画（ 2021.10.22）

※２ 　 水素基本戦略（ 2023.6.6）

事業の概要

既存のイ ンフ ラ を活用し た水素供給低コ スト 化に向けたモデル構築・ FS事業/実証事業

再エネ等由来水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築等事業

水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証事業

地域再エネ水素ステーショ ン保守点検等支援事業

事業概要URL https://www.env.go. jp/content/000156389.pd f

根拠法令 法令名 法令番号 条 項 号・ 号の細分

特別会計に関する法律第８ ５ 条第３ 項第１ 号へ 平成十九年法律第二十三号 第八十五条 3 第１ 号ヘ

同法施行令第５ ０ 条第７ 項第１ ０ 号 平成十九年政令第百二十四号 第五十条 7
第10号及び第

11号

関係する計画・ 通

知等

計画・ 通知名 計画・ 通知等URL

地球温暖化対策計画（ 令和３ 年10月22日閣議決定） https://www.env.go. jp/earth/ondanka/keikaku/211022.htm l

水素基本戦略（ 令和５ 年６ 月６ 日再生可能エネルギー・ 水素等関係閣僚会議改定）
https://www.m eti.go. jp/sh ingikai/enecho/shoene_ sh inene/su iso_ seisaku/pd f/20230

606_ 2.pd f

第6次エネルギー基本計画（ 令和3年10月22日閣議決定） https://www.m eti.go. jp/p ress/2021/10/20211022005/20211022005.htm l
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補助率 補助対象 補助率 補助上限等 補助率URL

地方公共団体、 民間事業者・ 団体等

（ １ ） －③再エネ等由来水素を活用

し た自立・ 分散型エネルギーシステ

ム構築事業　 補助率： ２ ∕ ３ 、 １ ∕

２

（ １ ） －④事業化に向けた既存サプ

ラ イ チェ ーン活用による設備運用事

業　 補助率： ２ ∕ ３ 、 １ ∕ ２

（ ２ ） －①水素内燃機関活用による

重量車等脱炭素化実証事業　 補助

率： １ ∕ ２

（ ２ ） －③地域再エネ水素ステーシ

ョ ン保守点検等支援事業　 補助率：

２ ∕ ３ 、 １ ∕ ２

（ ２ ） －③の保守点検： 上限2,200千

円
--

実施方法 補助 | 直接実施

備考 --
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予算・ 執行

予算額執行額表

（ 単位： 千円）

2021 2022 2023 2024 2025

要求額 -- 7,700,000 7,000,000 5,578,000 --

当初予算 6,580,000 6,580,000 6,579,000 4,783,300 --

補正予算 -- -- -- -- --

前年度から 繰越し 88,000 1,566,000 471,000 1,142,957 --

予備費等 -- -- -- -- --

計 6,668,000 8,146,000 7,050,000 5,926,257 0

執行額 2,730,000 4,218,000 3,813,176 -- --

執行率 40.9% 51.8% 54.1% -- --

予算内訳表

（ 単位： 千円）

会計区分 会計 勘定 要望額 備考

特別会計
エネルギー対策特別会計エ

ネルギー需給勘定
-- -- --

予算種別/歳出予算項目 備考 予算額 翌年度要求額

当初予算

エネルギー需給構造高度化対策費　 二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助

金

-- 1,303,300 --

当初予算

エネルギー需給構造高度化対策費　 二酸化炭素排出抑制対策事業等委託費
-- 3,480,000 --

前年度から 繰越し

--
-- 1,142,957 --

主な増減理由 -- その他特記事項 --
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効果発現経路

活動・ 成果目標等のつながり

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム ⻑期アウトカム

3: アク ティ ビティ

既存の重量車両を水素内燃機関

に改造（ 開発） し 、 想定さ れる

ユースケースにおいて利用（ 実

証） し 、 実用性及び環境有意性

等の評価・ 検証を行う 。

3: アウト プッ ト

水素需要拡大のため水素内燃機

関を活用し た車両を開発し 、 実

証する

1: アク ティ ビティ

既存のインフ ラ を活用し た水素

供給低コ スト 化に向けたモデル

構築のためにFS事業（ 事業性調

査事業） 及び実証事業を実施す

る。

4: 短期アウト カム

再エネ水素ステーショ ンの安定

的な稼働

4: 長期アウト カ ム

CO2排出量削減目標を達成する

事業者数の増加

2: アク ティ ビティ

再エネ等由来水素を活用し た自

立・ 分散型エネルギーシステム

構築のために設備導入の補助を

実施する。

2: アウト プッ ト

自立・ 分散型エネルギーシステ

ム構築事業の支援

2: 長期アウト カム

設備導入支援により 確立し た自

立・ 分散型エネルギーシステム

の普及によるCO2削減

3: 短期アウト カム

開発技術の社会実装に向けた初

期需要創出

3: 長期アウト カ ム

開発技術の社会実装によるCO2

削減への貢献

5: 短期アウト カ ム

燃料電池フ ォ ーク リ フ ト 、 バス

等の導入補助を実施し たこ と に

よる二酸化炭素排出削減

4: アク ティ ビティ

環境省の地域再エネ水素ステー

ショ ン導入事業により 導入し

た、 再エネ由来電力による水素

ステーショ ンの保守点検や設備

の高効率化改修を支援する。

4: アウト プッ ト

水素需要拡大のため燃料電池自

動車に燃料を供給する再エネ水

素ステーショ ンの保守点検、 高

効率化改修を支援する。

1: アウト プッ ト

既存のイ ンフ ラ を活用し た水素

サプラ イ チェ ーンの実証

1: 短期アウト カ ム

既存のイ ンフ ラ を活用し た水素

サプラ イ チェ ーンの実証事業終

了後に当該地域において水素利

活用が継続さ れる件数

1: 長期アウト カ ム

地域水素サプラ イ チェ ーンの普

及によるCO2削減（ CO2削減量

は、 エネルギーの最終利用段階

での化石燃料削減量から のみ算

出）

2: 短期アウト カム

設備導入支援により 確立し た自

立・ 分散型エネルギーシステム

の普及によるCO2削減

5: 長期アウト カム

市場における燃料電池バスが

1,200台、 燃料電池フ ォ ーク リ フ

ト が1万台まで増加し た場合の二

酸化炭素排出削減量

5: アウト プッ ト

燃料電池産業車両の導入補助

5: アク ティ ビティ

地方公共団体、 民間事業者・ 団

体等による燃料電池車両の導入

を支援する。
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アク ティ ビ ティ から の発現経路 1-1-1-1

アク ティ ビティ 既存のイ ンフ ラ を活用し た水素供給低コ スト 化に向けたモデル構築のためにFS事業（ 事業性調査事業） 及び実証事業を実施する。

活動目標及び活動

実績(アウト プッ ト )

活動目標 既存のイ ンフ ラ を活用し た水素サプラ イ チェ ーンの実証 活動指標 実証事業の実施件数（ 事業開始から の累積）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

--

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

当初見込み∕ 目標値(件) 10 14 16 17 17

活動実績∕ 成果実績(件) 10 12 13 -- --

後続アウト カ ムへ

のつながり

既存のイ ンフ ラ を活用し た水素サプラ イ チェ ーンの実証を進めるこ と で、 地域特性に応じ た水素利活用モデルを示し 、 こ の実証モデルを参考に、 地方自治体・ 地元事業者が水素利

活用に参画し た結果、 実証事業終了後に水素サプラ イ チェ ーンが地域に実装さ れるこ と を、 本実証事業の目的と し ている。

そのためには、 実証事業終了後も 当該地域において水素利活用が継続的に実施し ているこ と を示す必要がある。

よって、 短期アウト カ ムと し て、 実証事業終了後の当該地域における水素利活用継続件数をを設定し た。

短期アウト カ ム
成果目標

既存のイ ンフ ラ を活用し た水素サプラ イ チェ ーンの実証事

業終了後に当該地域において水素利活用が継続さ れる件数
成果指標

実証事業終了後に当該地域において水素利活用が継続さ れ

る件数（ 事業開始から の累積）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： 2021年度実証終了後の当該地域における水素利

活用の継続件数

目標値： 2021年度実証終了後の当該地域における水素利活

用の継続件数に、 今後終了する予定の実証事業が終了後に

水素の利活用を継続すると 見込んだ件数を加えた件数

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績
2022年度 2023年度 2024年度

目標年度

2025年度

当初見込み∕ 目標値(件) 4 4 4 4

活動実績∕ 成果実績(件) 3 3 -- --

達成率(% ) 75 75 -- --

後続アウト カ ムへ

のつながり

今後、 実証事業終了後に水素利活用が継続さ れる地域と 水素導入の意欲がある周辺地域へ水素サプラ イ チェ ーンが波及するこ と によるCO2削減効果を長期アウト カ ムと し て設定し

た。
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長期アウト カ ム

成果目標

地域水素サプラ イ チェ ーンの普及によるCO2削減（ CO2削

減量は、 エネルギーの最終利用段階での化石燃料削減量か

ら のみ算出）

成果指標
波及効果も 加味し た地域水素サプラ イ チェ ーンによるCO2

削減量（ 事業開始から の累積、 耐用年数も 考慮し て算出）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： なし

目標値：  20,498,400Nm 3/年（ ※１ 　 2030年度累積水素供

給量） ×10年（ ※２ ） ×0.001823 tCO2/Nm 3/年（ CO2削

減原単位（ ※３ ） ） ＝373,823ｔ －CO2

※１ 　 年間水素供給量の計算に使用する波及効果を含めた

水素利活用地域の件数は、 現在、 実証事業終了後に水素利

活用が継続さ れている地域が3件、 令和7年度実証事業終了

後に水素利活用の継続が想定さ れる地域が2件、 及びそれ

ら の周辺地域で水素の利活用が波及する8件の計13件と 設

定し た。

　 一事業あたり の年間水素供給量は、 水素サプラ イ チェ ー

ンが商用事業ベースで稼働するこ と を想定し 、 水素供給能

力300Nm 3/h、 稼働率60％と 仮定し た場合、

1,576,800Nm 3/年（ 300Nm 3/h×24時間×60％×365

日） 。 2030年度までに水素を利活用する地域の件数を13

件と 想定し ているため、 2030年度累計水素供給量は、

1,576,800Nm 3/年×13件＝20,498,400Nm 3/年が直接導入

量と なる。 （ 「 NEDO燃料電池・ 水素技術開発ロード マッ

プ2010」 （ NEDO、 2010/6） より ） 。

※２  法定耐用年数： ガス業用設備　 製造用設備と し て設

定。

※３  ①燃料電池自動車の燃費： 146 km /kg-H2（ ト ヨ タ

「 ミ ラ イ 」 の燃費から 算出）

　  　  ②ガソ リ ン車燃費： 16.5 km /L（ 国交省による、 省エ

ネ法に基づく ガソ リ ン乗用自動車の燃費基準（ 2020年、  

車両重量1531〜1650kg） から 算出）

    　 ③ガソ リ ン車から 燃料電池車への置換によるガソ リ ン

の削減量： ①÷②＝8.84L/kg-H2

    　 ④ガソ リ ンの排出係数： 2.29 kgCO2/L

　     ⑤削減原単位： ③×④＝20.26 kgCO2/kg-H2⇒kgから

Nm 3への単位換算を実施： 20.26×0.09=1.823 

kgCO2/Nm 3-H2（ こ の値を削減原単位と し て使用）

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--
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活動・ 成果目標と

実績
2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

最終目標年度

2030年度

当初見込み∕ 目

標値(t-CO2)
2,126 2,126 -- -- -- -- -- 373,823

活動実績∕ 成果

実績(t-CO2)
-- -- -- -- -- -- -- --

達成率(% ) -- -- -- -- -- -- -- --
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アク ティ ビ ティ から の発現経路 2-2-2-2

アク ティ ビティ 再エネ等由来水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築のために設備導入の補助を実施する。

活動目標及び活動

実績(アウト プッ ト )
活動目標 自立・ 分散型エネルギーシステム構築事業の支援 活動指標

自立・ 分散型エネルギーシステム補助事業の実施完了件数

（ 単年度）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

--

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

当初見込み∕ 目標値(件) 3 15 16 8 8

活動実績∕ 成果実績(件) 3 8 7 -- --

後続アウト カ ムへ

のつながり

2024年度活動見込みは、 2023年度採択で2024年度まで継続し ている事業3件と 、 2024年度の新規採択見込5件（ 2024年度予算1,199百万円に対し 、 1件あたり 金額236百万円（ 2023

年度実績） から 、 5件採択可能） を想定し て合計8件を設定し ている。 2025年度活動見込みは、 2024年度採択事業件の内、 半分の3件が継続し ていると の想定、 及び2025年度に新

規採択する事業5件を想定し て合計8件を設定し ている。 設備導入支援を行う こ と で再エネを活用する自立・ 分散型エネルギーシステムの件数が増加し 、 再エネ等由来水素の導入件

数の増加によってCO2削減効果が発現さ れるため、 短期アウト カ ムと し てCO2排出削減量を設定し た。

短期アウト カ ム
成果目標

設備導入支援により 確立し た自立・ 分散型エネルギーシス

テムの普及によるCO2削減
成果指標 年間のCO2排出削減量

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： 事業実施報告書

目標値： 2024年度の新規採択事業5件の内、 半分の3件が

継続し ていると 想定し 、 また、 2025年度の新規採択件数を

5件（ 2024年度同等） と 想定し 、 合計で8件と 想定し てお

り 、 2025年度までの累計導入事業34件より 、 2025年度の

CO2削減量を算出し た。

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

目標年度

2025年度

当初見込み∕ 目標値(t-

CO2)
895 4,475 4,773 2,386 10,143

活動実績∕ 成果実績(t-

CO2)
114.7 1,790 4,126 -- --

達成率(% ) 12.8 40 86.4 -- --
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後続アウト カ ムへ

のつながり

設備導入の進展によって再エネを活用する自立・ 分散型エネルギーシステムが普及し 、 再エネ等由来水素の導入拡大によって、 CO2削減効果が発現さ れるこ と から 、 長期アウト カ

ムと し てCO2排出削減量を設定し た。

長期アウト カ ム
成果目標

設備導入支援により 確立し た自立・ 分散型エネルギーシス

テムの普及によるCO2削減
成果指標

国内の自立・ 分散型エネルギーシステムによる年間のCO2

排出削減量

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： 事業実施報告書

目標値： 自立・ 分散型エネルギーシステムの構築設備の低

価格化に伴い設備導入が進むと 想定し た。 水素・ 燃料電池

ロード マッ プと NEDOの水素燃料電池・ 水素技術ロード マ

ッ プより 2030年の価格が示さ れ、

圧縮機　 0.9億円→0.5億円（ 低減率： 0.56） 、 蓄圧器　 0.5

億円→0.1億円（ 低減率： 0.20） 、 水電解装置　 20万

円/kW→5万円/kW　 （ 低減率： 0.25） 、 燃料電池　 100万

円/ｋ W→50万円/ｋ W（ 低減率： 0.50）

と なるこ と から 、 こ れら 機器価格の合計から 各年度での低

減率（ 例： 2030年度では0.43） を算出し 、 その逆数を設備

価格低減に伴う 設備導入割合と し て補助終了後（ R8年度以

降） の設備導入件数を算出し た。 2030年度でのCO2削減量

は19,391tCO2と なっ た。

また、 水素基本戦略で示さ れた2030年の水素供給価格目標

（ 100円/Nm 3→30円/Nm 3） より 、 水素供給価格低減に伴

う 波及効果（ 100/30≒3.3） を加味し 、 2030年度では

19,391tCO2✕3.3＝63,992tCO2と なっ た。

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

最終目標年

度

2030年度

当初見込み∕

目標値(t-

CO2)

895 4,475 4,773 2,386 -- -- -- -- -- 63,992

活動実績∕ 成

果実績(t-

CO2)

114.7 1,790 4,126 -- -- -- -- -- -- --

達成率(% ) 12.8 40 86.4 -- -- -- -- -- -- --
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アク ティ ビ ティ から の発現経路 3-3-3-3

アク ティ ビティ 既存の重量車両を水素内燃機関に改造（ 開発） し 、 想定さ れるユースケースにおいて利用（ 実証） し 、 実用性及び環境有意性等の評価・ 検証を行う 。

活動目標及び活動

実績(アウト プッ ト )
活動目標

水素需要拡大のため水素内燃機関を活用し た車両を開発

し 、 実証する
活動指標

継続事業を含む実証事業の実施件数

（ 単年度）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

--

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

当初見込み∕ 目標値(件) 2 3 3 1

活動実績∕ 成果実績(件) 2 3 3 --

後続アウト カ ムへ

のつながり
実証事業終了後の上市に伴う 初期需要創出フ ェ ーズにおける上市製品数をも って短期アウト カ ムを評価する。

短期アウト カ ム 成果目標 開発技術の社会実装に向けた初期需要創出 成果指標 上市製品数（ 事業開始から の累積導入量）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

目標値： 事業の中間評価結果

成果実績： 令和６ 年度現在実証中であり 、 成果目標である

上市製品数はまだない。 事業終了後に事業者へのフ ォ ロー

アッ プ調査を行い、 上市さ れた製品数の把握を実施する。

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度

目標年度

2028年度

当初見込み∕ 目標値(台) -- -- -- -- 100

活動実績∕ 成果実績(台) -- -- -- -- --

達成率(% ) -- -- -- -- --

後続アウト カ ムへ

のつながり

最終目標年度である２ ０ ３ ０ 年度に向けて初期需要創出を継続し 、 申請事業開始から の累積２ ０ ０ 台（ 事業者から の応募申請書等により 設定） の導入量に基づく CO2削減量を長期

アウト カ ムと する。
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長期アウト カ ム
成果目標 開発技術の社会実装によるCO2削減への貢献 成果指標

水素内燃機関の導入によるCO2排出削減量（ 事業開始から

の累積）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

目標値： 応募申請書、 自動車燃費一覧（ 国交省）

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績
2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

最終目標年度

2030年度

当初見込み∕ 目標

値(tCO2)
-- -- -- -- -- -- 1,718

活動実績∕ 成果実

績(tCO2)
-- -- -- -- -- -- --

達成率(% ) -- -- -- -- -- -- --
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アク ティ ビ ティ から の発現経路 4-4-4-4

アク ティ ビティ 環境省の地域再エネ水素ステーショ ン導入事業により 導入し た、 再エネ由来電力による水素ステーショ ンの保守点検や設備の高効率化改修を支援する。

活動目標及び活動

実績(アウト プッ ト ) 活動目標

水素需要拡大のため燃料電池自動車に燃料を供給する再エ

ネ水素ステーショ ンの保守点検、 高効率化改修を支援す

る。

活動指標 保守点検又は設備の高効率化の実施件数（ 単年度）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

--

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

当初見込み∕ 目標値(件) 33 33 16 11

活動実績∕ 成果実績(件) 16 13 8 --

後続アウト カ ムへ

のつながり

再エネ水素ステーショ ンの維持費用の補助を継続的に実施するこ と で、 再エネ水素ステーショ ンが安定的に維持さ れると 考えら れる。 こ のため、 各年度に稼働予定であっ た再エネ

水素ステーショ ンのう ち、 年度末まで稼働を継続し た再エネ水素ステーショ ンの割合を短期アウト カ ムに設定。

短期アウト カ ム
成果目標 再エネ水素ステーショ ンの安定的な稼働 成果指標

年度末まで稼働を継続し た再エネ水素ステーショ ン数（ 単

年度。 耐用年数を超過し たも のは除く ）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： 応募申請書、 完了実績報告書等

目標値　  ： 成果実績、 応募申請書、 完了実績報告書等等

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

目標年度

2026年度

当初見込み∕ 目標値

(件)
27 23 21 14 6 2

活動実績∕ 成果実績

(件)
23 23 17 -- -- --

達成率(% ) 85.2 100 81 -- -- --

後続アウト カ ムへ

のつながり

再エネ水素ステーショ ンが安定的に維持さ れるこ と で、 将来的な水素需要（ モビリ ティ による水素需要） の拡大につながると 考えら れる。 こ のため、 再エネ水素ステーショ ン設置

事業者のう ち、 CO2排出量削減目標（ ※） を達成する事業者数の割合を長期アウト カ ムに設定。

※再エネ水素ステーショ ン導入時に設置事業者が設定し た目標。 燃料電池自動車がガソ リ ン車に代わるこ と で走行時に発生するCO2が削減さ れるため、 想定さ れる走行距離等から

設定。
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長期アウト カ ム 成果目標 CO2排出量削減目標を達成する事業者数の増加 成果指標 CO2排出量削減目標達成事業者の割合（ 単年度）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： 応募申請書、 完了実績報告書等

目標値　  ： 成果実績、 応募申請書、 完了実績報告書等等

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績
2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

最終目標年度

2026年度

当初見込み∕ 目標値

(% )
64 71 78 86 93 100

活動実績∕ 成果実績

(% )
44 -- -- -- -- --

達成率(% ) 68.8 -- -- -- -- --
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アク ティ ビ ティ から の発現経路 5-5-5-5

アク ティ ビティ 地方公共団体、 民間事業者・ 団体等による燃料電池車両の導入を支援する。

活動目標及び活動

実績(アウト プッ ト )
活動目標 燃料電池産業車両の導入補助 活動指標

本事業にて実施し た産業車両等の燃料電池化補助事業によ

る補助車両数（ 単年度）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

--

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績

2021年度 2022年度 2023年度

当初見込み∕ 目標値(台) 79 100 100

活動実績∕ 成果実績(台) 80 35 32

後続アウト カ ムへ

のつながり

燃料電池フ ォ ーク リ フ ト 、 バス等の導入補助事業を実施するこ と で、 化石燃料を動力と する従来車両と 置き 換わり 、 その分二酸化炭素排出量が削減さ れると 考えら れるため、 短期

アウト カ ムと し て燃料電池フ ォ ーク リ フ ト 、 バス等の導入補助を実施し たこ と による二酸化炭素排出削減量を設定し た。

短期アウト カ ム
成果目標

燃料電池フ ォ ーク リ フ ト 、 バス等の導入補助を実施し たこ

と による二酸化炭素排出削減
成果指標 二酸化炭素排出削減量（ 単年度）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： 応募申請書、 二酸化炭素排出削減効果に関する

報告書、 完了実績報告書等

目標値　  ： 積算書類、 応募申請書、 二酸化炭素排出削減効

果に関する報告書、 完了実績報告書等

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績
2021年度 2022年度

目標年度

2023年度

当初見込み∕ 目標値(tCO2/年) 500 414 486

活動実績∕ 成果実績(tCO2/年) 584 -- --

達成率(% ) 117 -- --

後続アウト カ ムへ

のつながり

燃料電池産業車両の導入支援の取り 組みを継続的に実施する事により 、 自立普及も あいまって、 市場における燃料電池バス及びフ ォ ーク リ フ ト の台数が水素基本戦略（ 平成29年12

月26日） において目指すこ と と し ている1,200台及び1万台まで増加するこ と を見込み、 長期アウト カ ムと し て市場における燃料電池バス及びフ ォ ーク リ フ ト がそれぞれ1,200台及

び1万台まで増加し た場合の二酸化炭素排出削減量を長期アウト カ ムと し て設定し た。
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長期アウト カ ム
成果目標

市場における燃料電池バスが1,200台、 燃料電池フ ォ ーク

リ フ ト が1万台まで増加し た場合の二酸化炭素排出削減量
成果指標

二酸化炭素排出削減量（ 事業開始から 累積出荷台数に対す

る単年度）

定性的なアウト カ ムに関

する成果実績
--

成果実績及び目標値の根

拠と し て用いた統計・ デ

ータ 名（ 出典）

成果実績： 応募申請書、 二酸化炭素排出削減効果に関する

報告書、 完了実績報告書、 水素基本戦略等

目標値　  ： 応募申請書、 二酸化炭素排出削減効果に関する

報告書、 完了実績報告書、 水素基本戦略等

定性的なアウト カ ム目標

を設定し ている理由
--

アウト カ ムを複数段階で

設定でき ない理由
--

活動・ 成果目標と

実績 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

最終目標年

度

2030年度

当初見込み∕

目標値(t-

CO2)

-- -- -- -- -- -- -- -- -- 1,000,163

活動実績∕ 成

果実績(t-

CO2)

41,347 43,614 45,143 -- -- -- -- -- -- --

達成率(% ) -- -- -- -- -- -- -- -- -- --

事業に関連するKPI

が定めら れている

閣議決定等

名前 --

URL --

該当箇所 --
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点検・ 評価

事業所管部局によ

る点検・ 改善
点検結果

アク ティ ビティ ３ について水素内燃機関を利用し た建機の実現に向け実証事業を継続する。 アク ティ ビティ ５ について段階的にCO2削減効果が得ら れ

ており 、 今後も 状況を注視し ていく 。

目標年度における効果測

定に関する評価
--

改善の方向性 --

外部有識者による

点検

点検対象 -- 最終実施年度 --

対象の理由 --

所見 --

公開プロセス結果概要 --

行政事業レビュ ー

推進チームの所見

に至る過程及び所

見

所見 -- 詳細 --

所見を踏まえた改

善点∕ 概算要求に

おける反映状況

改善点・ 反映状況 --

反映額
会計 勘定 反映額 (千円)

-- -- --

詳細 --

公開プロセス・ 秋

の年次公開検証

（ 秋のレビュ ー）

における取り まと

め

--

その他の指摘事項 --
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支出先

資金の流れ

環境省

3,813,177 千円

A. デロ イ ト ト ーマツ コ ン

サルティ ン グ合同会社

189,915 千円

支出先の数: 5

B. 国立大学法人横浜国立

大学

3,167 千円

C. 株式会社エ ク サブ レ イ

ン

1,215 千円

E. 株式会社W ord LINK

94 千円

F. リ コ ージャ パン 株式会社

1,068 千円

G. 大阪瓦斯株式会社

235,099 千円

H . 日立造船株式会社

189,100 千円

I . Da igasエナジー株式会社

10,000 千円

J. 島根電工株式会社

19,379 千円

K. 一般財団法人環境・ 資

源エネルギー協会

2,962 千円

L. 株式会社名古屋テ レ ビ 映

像

891 千円

M. スパーク ス・ グリ ーン

エ ナジー＆テ クノ ロ ジ

ー株式会社

311,809 千円

N. 室蘭ガス株式会社

619,500 千円

P. 公益財団法人北海道環境

財団

1,657,120 千円

支出先の数: 1

補助事業執行団体

Q. 再エネ等由来水素を 活

用し た自立・ 分散型エ

ネルギーシステム構築

事業

519,290 千円

支出先の数: 7

R. 水素社会実現に向けた

産業車両等における 燃

料電池化促進事業

1,030,711 千円

支出先の数: 7

FCフ ォ ーク リ フ ト 、 FCバス等

補助

S. 地域再エネ水素ステー

ショ ン 保守点検等支援

事業

18,021 千円

支出先の数: 7

補助事業

T. 既存サプラ イ チェ ーン 活

用による 設備運用事業

73,434 千円

支出先の数: 2

U. 公益財団法人北海道環

境財団

219,775 千円

支出先の数: 1

補助事業執行団体

V. 株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ー

ルド

163,787 千円

支出先の数: 1

代表事業者

W. 学校法人五島育英会　

東京都市大学ほか

38,746 千円

支出先の数: 3

共同実施者

X. 株式会社リ ケン

10,354 千円

支出先の数: 1

再委託

Y. 株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ー

ルド

91,656 千円

支出先の数: 1

代表事業者

Z. 学校法人五島育英会　

東京都市大学ほか

64,851 千円

支出先の数: 5

共同実施者

AA. 株式会社リ ケン

8,370 千円

支出先の数: 1

再委託

AB. 株式会社矢野経済研究

所

993 千円

支出先の数: 1

受託者

AC. 脱炭素社会構築に向け

た再エネ等由来水素活

用推進事業

266,141 千円

支出先の数: 2

AD. Ｉ 　 Ｌ ａ ｂ ｏ 株式会社

304,144 千円

支出先の数: 1

受託者

AE. 株式会社キーコ ネク シ

ョ ン ズ

17,699 千円

支出先の数: 1

再委託
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支出先上位者リ ス

ト

（ 単位： 千円）

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

A デロイ ト ト ーマツコ ンサルティ ング合同会社 189,915 5 --

支出先名 支出額 法人番号

デロイ ト ト ーマツコ ンサルティ ング合同会社 189,915 7010001088960

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素の製造から 利用までの各段階のCO2削減効果を検証

し 、 サプラ イ チェ ーン全体で評価を行う ためのガイ ド ラ イ

ンを策定・ 改善し 、 情報発信を行う 。

一般競争契約（ 総合評価）  

189,915 2 96.2 --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

B 国立大学法人横浜国立大学 3,167 -- --

支出先名 支出額 法人番号

国立大学法人横浜国立大学 3,167 6020005004971

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

自治体支援ツールの高度化及び自治体に対する導入支援

随意契約（ その他）  
3,167 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

C 株式会社エク サブレイ ン 1,215 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社エク サブレイ ン 1,215 4010701016133

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に向けた効果的な

情報発信

随意契約（ その他）  

1,215 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割
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E 株式会社WordLINK 94 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社Ｗｏ ｒ ｄ Ｌ Ｉ Ｎ Ｋ 94 3130001060168

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に向けた効果的な

情報発信

随意契約（ その他）  

94 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

F リ コ ージャ パン株式会社 1,068 -- --

支出先名 支出額 法人番号

リ コ ージャ パン株式会社 1,068 1010001110829

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に向けた効果的な

情報発信

随意契約（ その他）  

1,068 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

G 大阪瓦斯株式会社 235,099 -- --

支出先名 支出額 法人番号

大阪瓦斯株式会社 235,099 3120001077601

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和４ 年度既存のイ ンフ ラ を活用し た水素供給低コ スト 化

に向けたモデル構築・ 実証事業

随意契約（ その他）  

235,099 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

H 日立造船株式会社 189,100 -- --
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支出先名 支出額 法人番号

日立造船株式会社 189,100 3120001031541

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

触媒メ タ ネーショ ン装置の設計・ 製作

随意契約（ その他）  
189,100 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

I Daigasエナジー株式会社 10,000 -- --

支出先名 支出額 法人番号

Ｄ ａ ｉ ｇ ａ ｓ エナジー株式会社 10,000 8120001224165

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

バイ オメ タ ネーショ ン装置の基本・ 詳細設計

随意契約（ その他）  
10,000 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

J 島根電工株式会社 19,379 -- --

支出先名 支出額 法人番号

島根電工株式会社 19,379 5280001000339

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

既存のイ ンフ ラ を活用し た水素供給低コ スト 化に向けたモ

デル構築・ FS事業（ 離島モデル（ 再エネ水素による脱炭素

と レジリ エンス強化） にかかるFS事業） 委託業務

随意契約（ その他）  

19,379 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

K 一般財団法人環境・ 資源エネルギー協会 2,962 -- --

支出先名 支出額 法人番号

一般財団法人環境・ 資源エネルギー協会 2,962 9010405013224

21



契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素製造場所・ 利活用場所に関する調査・ 検討支援

随意契約（ その他）  
2,962 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

L 株式会社名古屋テレビ映像 891 -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社名古屋テレビ映像 891 9180001039045

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に向けた効果的な

情報発信

随意契約（ その他）  

891 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

M スパーク ス・ グリ ーンエナジー＆テクノ ロジー株式会社 311,809 -- --

支出先名 支出額 法人番号

スパーク ス・ グリ ーンエナジー＆テクノ ロジー株式会社 311,809 3010701026901

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度既存のイ ンフ ラ を活用し た水素供給低コ スト 化

に向けたモデル構築・ 実証事業

随意契約（ その他）  

311,809 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

N 室蘭ガス株式会社 619,500 -- --

支出先名 支出額 法人番号

室蘭ガス株式会社 619,500 3430001057118

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由
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令和５ 年度既存のイ ンフ ラ を活用し た水素供給低コ スト 化

に向けたモデル構築・ 実証事業

随意契約（ その他）  

619,500 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

P 公益財団法人北海道環境財団 1,657,120 1 補助事業執行団体

支出先名 支出額 法人番号

公益財団法人北海道環境財団 1,657,120 8430005010860

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業

補助金等交付 
1,657,120 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

Q
再エネ等由来水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築

事業
519,290 7 --

支出先名 支出額 法人番号

進工業株式会社 178,769 9130001010935

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築事業

補助金等交付 
178,769 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社巴商会 161,475 4010801008518

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素利活用機器導入促進支援

補助金等交付 
161,475 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

大塚ホールディ ングス株式会社 83,119 4010001118786

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由
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水素利活用機器導入促進支援

補助金等交付 
83,119 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

明治電機工業株式会社 70,500 6180001033042

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素利活用機器導入促進支援

補助金等交付 
70,500 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

野村不動産株式会社 18,810 9011101017056

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築事業

補助金等交付 
18,810 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

第一化成株式会社 6,051 8010101012860

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築事業

補助金等交付 
6,051 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

Ｙ Ｋ Ｋ 不動産株式会社 566 5010001031716

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築事業

補助金等交付 
566 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

R 水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進事業 1,030,711 7 FCフ ォ ーク リ フ ト 、 FCバス等補助

支出先名 支出額 法人番号

ＭＯ Ｂ Ｉ Ｌ Ｏ Ｔ Ｓ 株式会社 976,250 6011101086731
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契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進

事業

補助金等交付 

976,250 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

ト ヨ タ フ ァ イナンス株式会社 27,700 8010601027383

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進

事業

補助金等交付 

27,700 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社豊田自動織機 9,098 3180301014273

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進

事業

補助金等交付 

9,098 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

東芝三菱電機産業システム株式会社 6,690 1010401041839

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進

事業

補助金等交付 

6,690 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

伏木海陸運送株式会社 4,521 4230001010772

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進

事業

補助金等交付 

4,521 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号
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ト ヨ タ Ｌ ＆Ｆ 岩手株式会社 3,270 2400001003793

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進

事業

補助金等交付 

3,270 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

ト ヨ タ Ｌ ＆Ｆ 中部株式会社 3,182 7180001008811

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素社会実現に向けた産業車両等における燃料電池化促進

事業

補助金等交付 

3,182 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

S 地域再エネ水素ステーショ ン保守点検等支援事業 18,021 7 補助事業

支出先名 支出額 法人番号

鈴鹿市 5,704 5000020242071

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

保守および改修

補助金等交付 
5,704 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

長野県 2,200 1000020200000

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

保守

補助金等交付 
2,200 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社鈴木商館 2,200 3011401003348

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由
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保守

補助金等交付 
2,200 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

大陽日酸株式会社 2,200 2010701038856

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

保守

補助金等交付 
2,200 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

倉敷市 1,987 6000020332020

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

保守

補助金等交付 
1,987 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

京都市 1,950 2000020261009

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

保守

補助金等交付 
1,950 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

鳥取瓦斯株式会社 1,780 6270001000875

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

保守

補助金等交付 
1,780 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

T 既存サプラ イ チェ ーン活用による設備運用事業 73,434 2 --

支出先名 支出額 法人番号

鹿追町 65,434 8000020016349
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契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

既存サプラ イ チェ ーン活用による設備運用事業

補助金等交付 
32,717 -- -- --

既存サプラ イ チェ ーン活用による設備運用事業

補助金等交付 
32,717 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

富谷市 8,000 1000020042161

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

既存サプラ イ チェ ーン活用による設備運用事業

補助金等交付 
8,000 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

U 公益財団法人北海道環境財団 219,775 1 補助事業執行団体

支出先名 支出額 法人番号

公益財団法人北海道環境財団 219,775 8430005010860

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業

補助金等交付 
219,775 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

V 株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ールド 163,787 1 代表事業者

支出先名 支出額 法人番号

株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ールド 163,787 3021001024140

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベル及び水素供給事業実

証プロジェ ク ト ） 委託業務

随意契約（ その他）  

163,787 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割
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W 学校法人五島育英会　 東京都市大学ほか 38,746 3 共同実施者

支出先名 支出額 法人番号

学校法人五島育英会　 東京都市大学 30,882 7011005000358

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベル及び水素供給事業実

証プロジェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

30,882 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社オリ エンタ ルコ ンサルタ ンツ 4,694 4011001005165

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベル及び水素供給事業実

証プロジェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

4,694 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

学校法人金沢工業大学 3,170 2220005001911

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベル及び水素供給事業実

証プロジェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

3,170 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

X 株式会社リ ケン 10,354 1 再委託

支出先名 支出額 法人番号

株式会社リ ケン 10,354 3010001032014

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由
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令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベル及び水素供給事業実

証プロジェ ク ト ） 委託業務

その他(再委託) 

10,354 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

Y 株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ールド 91,656 1 代表事業者

支出先名 支出額 法人番号

株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ールド 91,656 3021001024140

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業 （ 既販中型重量車の水素エンジン化事業性検証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

随意契約（ その他）  

91,656 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

Z 学校法人五島育英会　 東京都市大学ほか 64,851 5 共同実施者

支出先名 支出額 法人番号

学校法人五島育英会　 東京都市大学 32,454 7011005000358

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 既販中型重量車の水素エンジン化事業性検証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

32,454 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

株式会社早稲田大学アカ デミ ッ ク ソ リ ュ ーショ ン 13,207 1011101037739

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由
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令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 既販中型重量車の水素エンジン化事業性検証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

13,207 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

ト ナミ 運輸株式会社 12,897 7230001012147

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 既販中型重量車の水素エンジン化事業性検証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

12,897 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

北酸株式会社 6,019 5230001002819

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 既販中型重量車の水素エンジン化事業性検証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

6,019 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

学校法人金沢工業大学 274 2220005001911

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 既販中型重量車の水素エンジン化事業性検証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

その他(共同実施者) 

274 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

AA 株式会社リ ケン 8,370 1 再委託

支出先名 支出額 法人番号
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株式会社リ ケン 8,370 3010001032014

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 既販中型重量車の水素エンジン化事業性検証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

その他(再委託) 

8,370 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

AB 株式会社矢野経済研究所 993 1 受託者

支出先名 支出額 法人番号

株式会社矢野経済研究所 993 3011201005528

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素建機等に関する政策検討等のための調査委

託業務

随意契約（ 少額）  

993 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

AC 脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業 266,141 2 --

支出先名 支出額 法人番号

谷口商事株式会社 184,855 8290801016381

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシステム構築事業

補助金等交付 
184,855 -- -- --

支出先名 支出額 法人番号

ブラ ザー工業株式会社 81,286 8180001010997

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

水素利活用機器導入促進及び社会実装支援事業

補助金等交付 
40,643 -- -- --
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水素利活用機器導入促進及び社会実装支援事業

補助金等交付 
40,643 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

AD ｉ 　 Ｌ ａ ｂ ｏ 株式会社 304,144 1 受託者

支出先名 支出額 法人番号

ｉ 　 Ｌ ａ ｂ ｏ 株式会社 304,144 4010001205122

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 重量車等の水素エンジンへのコ ンバージョ ン技術と

水素供給イ ンフ ラ の開発・ 実証） 委託業務

随意契約（ その他）  

304,144 -- -- --

支出先ブロッ ク 名 合計支出額 支出先数 事業を行う 上での役割

AE 株式会社キーコ ネク ショ ンズ 17,699 1 再委託

支出先名 支出額 法人番号

株式会社キーコ ネク ショ ンズ 17,699 2120001186097

契約概要（ 契約名） /契約方式等 支出額 入札者数 落札率(% ) 一者応札・ 随契理由

令和５ 年度水素内燃機関活用による重量車等脱炭素化実証

事業（ 重量車等の水素エンジンへのコ ンバージョ ン技術と

水素供給イ ンフ ラ の開発・ 実証） 委託業務

その他(再委託) 

17,699 -- -- --
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費目・ 使途

（ 単位： 千円）

支出先名 契約概要（ 契約名） 費目 使途 金額

A
デロイ ト ト ーマツコ ンサルティ ング合同会

社

水素の製造から 利用までの各段

階のCO2削減効果を検証し 、 サ

プラ イ チェ ーン全体で評価を行

う ためのガイ ド ラ イ ンを策定・

改善し 、 情報発信を行う 。

人件費
脱炭素な地域水素サプラ イ チェ ーンの推進

検討等業務
169,355

-- -- -- 外注費 ー 6,435

-- -- -- 諸謝金 会議等出席謝金 854

-- -- -- 旅費 研究調査旅費 1,502

-- -- --
消費税及び地方消費

税
ー 18,104

-- -- -- その他 報告書印刷費、 コ ンテナ使用料 2,897

-- -- -- 自己負担 ー △9,232

B 国立大学法人横浜国立大学
自治体支援ツールの高度化及び

自治体に対する導入支援
業務費

自治体支援ツールの高度化及び自治体に対

する導入支援
3,167

C 株式会社エク サブレイ ン

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ー

ンの実現に向けた効果的な情報

発信

業務費
地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に

向けた効果的な情報発信
1,215

E 株式会社Ｗｏ ｒ ｄ Ｌ Ｉ Ｎ Ｋ

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ー

ンの実現に向けた効果的な情報

発信

業務費
地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に

向けた効果的な情報発信
94

F リ コ ージャ パン株式会社

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ー

ンの実現に向けた効果的な情報

発信

業務費
地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に

向けた効果的な情報発信
1,068

G 大阪瓦斯株式会社

令和４ 年度既存のイ ンフ ラ を活

用し た水素供給低コ スト 化に向

けたモデル構築・ 実証事業

人件費

度既存のイ ンフ ラ を活用し た水素供給低コ

スト 化に向けたモデル構築・ 実証事業検討

会等

10,856

-- -- -- 外注費 ー 199,100

-- -- -- 諸謝金 検討会出席謝金 71

-- -- -- 一般管理費 ー 1,639

-- -- --
消費税及び地方消費

税
ー 21,482

-- -- -- その他 旅費及び雑役務費 3,146

-- -- -- 自己負担 ー △1,194
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H 日立造船株式会社
触媒メ タ ネーショ ン装置の設

計・ 製作
業務費 触媒メ タ ネーショ ン装置の設計・ 製作 189,100

I Ｄ ａ ｉ ｇ ａ ｓ エナジー株式会社
バイ オメ タ ネーショ ン装置の基

本・ 詳細設計
業務費

バイ オメ タ ネーショ ン装置の基本・ 詳細設

計
10,000

J 島根電工株式会社

既存のイ ンフ ラ を活用し た水素

供給低コ スト 化に向けたモデル

構築・ FS事業（ 離島モデル（ 再

エネ水素による脱炭素と レジリ

エンス強化） にかかるFS事業）

委託業務

人件費
水素製造場所・ 利活用場所等に関する調

査・ 検討
16,503

-- -- -- 外注費 ー 2,962

-- -- -- 諸謝金 会議等出席謝金 195

-- -- -- 旅費 研究調査等 1,303

-- -- --
消費税及び地方消費

税
ー 2,379

-- -- -- 消耗品費 消耗品料 8

-- -- -- 印刷製本費 報告書等印刷費 110

-- -- -- 一般管理費 ー 2,714

-- -- -- 自己負担 ー △6,795

K 一般財団法人環境・ 資源エネルギー協会
水素製造場所・ 利活用場所に関

する調査・ 検討支援
業務費

水素製造場所・ 利活用場所に関する調査・

検討支援
2,962

L 株式会社名古屋テレビ映像

地域脱炭素水素サプラ イ チェ ー

ンの実現に向けた効果的な情報

発信

業務費
地域脱炭素水素サプラ イ チェ ーンの実現に

向けた効果的な情報発信
891

M
スパーク ス・ グリ ーンエナジー＆テクノ ロ

ジー株式会社

令和５ 年度既存のイ ンフ ラ を活

用し た水素供給低コ スト 化に向

けたモデル構築・ 実証事業

諸謝金 ー 35

-- -- -- 借料及び損料 ー 211,589

-- -- -- 印刷製本費 ー 39

-- -- -- 雑役務費 ー 10,800

-- -- -- 外注費 ー 61,000

-- -- --
消費税及び地方消費

税
ー 28,346
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N 室蘭ガス株式会社

令和５ 年度既存のイ ンフ ラ を活

用し た水素供給低コ スト 化に向

けたモデル構築・ 実証事業

人件費 ー 213

-- -- -- 旅費 ー 117

-- -- -- 諸謝金 ー 35

-- -- -- 借料及び損料 ー 9

-- -- -- 雑役務費 ー 4,632

-- -- -- 共同実施費 ー 558,176

-- -- --
消費税及び地方消費

税
ー 56,318

P 公益財団法人北海道環境財団
脱炭素社会構築に向けた再エネ

等由来水素活用推進事業
事業費 補助金 1,608,739

-- -- -- 事務費 補助金 48,381

Q 進工業株式会社
水素を活用し た自立・ 分散型エ

ネルギーシステム構築事業
事業費

再エネ等由来水素を活用し た自立・ 分散型

エネルギーシステム構築事業
178,769

R ＭＯ Ｂ Ｉ Ｌ Ｏ Ｔ Ｓ 株式会社
水素社会実現に向けた産業車両

等における燃料電池化促進事業
事業費 設備導入費用 976,250

S 鈴鹿市 保守および改修 事業費
地域再エネ水素ステーショ ン保守点検等支

援事業
5,704

T 鹿追町
既存サプラ イ チェ ーン活用によ

る設備運用事業
事業費

既存サプラ イ チェ ーン活用による設備運用

事業
32,717

T 鹿追町
既存サプラ イ チェ ーン活用によ

る設備運用事業
事業費

既存サプラ イ チェ ーン活用による設備運用

事業
32,717

V 株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ールド

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベ

ル及び水素供給事業実証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

人件費
水素専焼エンジン搭載油圧ショ ベルの製作

等
63,897

-- -- -- 諸謝金 検討会出席謝金 142

-- -- -- 旅費 水素専焼エンジン開発等 533

-- -- -- 消耗品費
水素専焼エンジン搭載油圧ショ ベルの製作

等に必要な消耗品一式
25,418

-- -- -- 借料及び損料 燃焼分析装置等のレンタ ル料 1,803

-- -- -- 印刷製本費 業務報告書の印刷製本 12
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-- -- -- 雑役務費 水素エンジン化に伴う 調査解析等 7,058

-- -- -- 共同実施費 共同実施費 35,224

-- -- -- 間接経費 一般管理費 14,811

-- -- --
消費税及び地方消費

税相当額
消費税及び地方消費税相当額 14,889

W 学校法人五島育英会　 東京都市大学

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベ

ル及び水素供給事業実証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

旅費 水素専焼エンジン開発 21

-- -- -- 通信運搬費 共試体の運送料 5

-- -- -- 消耗品費 水素建機開発に必要な消耗品の購入費用 11,434

-- -- -- 雑役務費 水素エンジン開発にかかる分析等 4,768

-- -- -- 外注費用 水素エンジン評価試験 9,413

-- -- -- 間接費 一般管理費 2,434

-- -- --
消費税及び地方消費

税相当額
消費税及び地方消費税相当額 2,807

X 株式会社リ ケン

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 水素専焼エンジン油圧ショ ベ

ル及び水素供給事業実証プロジ

ェ ク ト ） 委託業務

外注費 水素エンジン評価試験 10,354

Y 株式会社フ ラ ッ ト フ ィ ールド

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 既販中型重量車の水素エンジ

ン化事業性検証プロジェ ク ト ）

委託業務

人件費 水素エンジン開発等 14,927

-- -- -- 諸謝金 検討会出席謝金 89

-- -- -- 旅費 水素エンジン開発等 250

-- -- -- 消耗品費 水素エンジン開発等に必要な消耗品一式 1,796

-- -- -- 借料及び損料 水タ ンク レンタ ル料 42

-- -- -- 印刷製本費 業務報告書の印刷製本 15

-- -- -- 雑役務費 水素エンジンの排ガス適合試験等 4,100

-- -- -- 共同実施費 共同実施費 58,956
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-- -- -- 間接経費 一般管理費 3,149

-- -- --
消費税及び地方消費

税相当額
消費税及び地方消費税相当額 8,332

Z 学校法人五島育英会　 東京都市大学

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 既販中型重量車の水素エンジ

ン化事業性検証プロジェ ク ト ）

委託業務

人件費 水素エンジン開発等 3,123

-- -- -- 旅費 サンプリ ング調査等 859

-- -- -- 消耗品費 水素エンジン開発等に必要な消耗品一式 10,072

-- -- -- 借料及び損料
水素エンジン開発等に必要な機器のレンタ

ル料
2,928

-- -- -- 通信運搬費 試作品の輸送費 6

-- -- -- 雑役務費 水素エンジン開発に必要な工事等 2,051

-- -- -- 外注費 排出ガス性能評価試験 7,609

-- -- -- 間接経費 一般管理費 2,856

-- -- --
消費税及び地方消費

税相当額
消費税及び地方消費税相当額 2,950

AA 株式会社リ ケン

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 既販中型重量車の水素エンジ

ン化事業性検証プロジェ ク ト ）

委託業務

外注費 排出ガス性能評価試験 8,370

AB 株式会社矢野経済研究所

令和５ 年度水素建機等に関する

政策検討等のための調査委託業

務

人件費 民間における取り 組み事例の調査等 821

-- -- -- 間接経費 一般管理費 82

-- -- --
消費税及び地方消費

税相当額
消費税及び地方消費税相当額 90

AC 谷口商事株式会社
水素を活用し た自立・ 分散型エ

ネルギーシステム構築事業
事業費

水素を活用し た自立・ 分散型エネルギーシ

ステム構築事業
184,855
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AD ｉ 　 Ｌ ａ ｂ ｏ 株式会社

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 重量車等の水素エンジンへの

コ ンバージョ ン技術と 水素供給

イ ンフ ラ の開発・ 実証） 委託業

務

人件費
ディ ーゼルエンジンの水素化コ ンバージョ

ン等
96,457

-- -- -- 諸謝金 検討会出席謝金 212

-- -- -- 旅費
ディ ーゼルエンジンの水素化コ ンバージョ

ン等
1,347

-- -- -- 消耗品費 エンジンの試作等に必要な消耗品一式 40,222

-- -- -- 借料及び損料 研究設備賃料等 22,457

-- -- -- 賃金
ディ ーゼルエンジンの水素化コ ンバージョ

ン等の事務補助
4,834

-- -- -- 通信運搬費 エンジンの運送費用等 1,287

-- -- -- 光熱水費 実証に必要なガス代等 4,883

-- -- -- 印刷製本費 業務報告書の印刷製本 22

-- -- -- 雑役務費 エンジン設計等 55,162

-- -- -- 外注費 予算管理、 進捗管理等業務 16,090

-- -- -- 間接経費 一般管理費 33,522

-- -- --
消費税及び地方消費

税相当額
消費税及び地方消費税相当額 27,649

AE 株式会社キーコ ネク ショ ンズ

令和５ 年度水素内燃機関活用に

よる重量車等脱炭素化実証事業

（ 重量車等の水素エンジンへの

コ ンバージョ ン技術と 水素供給

イ ンフ ラ の開発・ 実証） 委託業

務

外注費 予算管理、 進捗管理等業務 17,699

国庫債務負担行為

等による契約先リ

スト

（ 単位： 千円）

契約先名 契約額 法人番号

-- -- --
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その他備考

--
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